
名古屋医工連携インキュベータ　施設賃借申込書添付書類

	
	チェック欄
	提出書類
	必要部数
	備　　　　　考

	申込者全員
	
	事業計画書
	原本１部
	

	
	
	会社概要や特許・技術などを説明する参考資料
	原本またはコピー１式
	会社案内、事業パンフレット、特許関係資料、技術等説明資料　他

入居審査に必要と判断した資料の追加提出をお願いすることがございます。

	
	
	連帯保証人の印鑑登録証明書

(発行から３ヵ月以内)
	原本１部
	

	
	
	反社会的勢力排除に係る確約書
	１部
	

	添付資料
	申込者が法人の場合
	
	定款


	コピー

１部


	

	
	
	
	商業登記簿謄本または

履歴事項全部証明書

(発行から３ヵ月以内)
	原本１部
	

	
	
	
	印鑑登録証明書

(発行から３ヵ月以内)
	原本１部
	

	
	
	
	直近３年分の確定申告書および

決算書一式
	コピー

１部
	税務署受付印あるもので、付属明細書を含めた一式をご提出ください。

一度も決算期を迎えていない場合は不要です。

	
	申込者が個人の場合
	
	住民票

(発行から３ヵ月以内)
	原本１部
	ご本人のみ記載で、本籍地記載不要です。

	
	
	
	印鑑登録証明書

(発行から３ヵ月以内)
	原本１部
	

	
	
	
	直近３年分の確定申告書一式
	コピー１部
	税務署受付印のあるものをご提出ください。

一度も決算期を迎えていない場合は不要です。

	
	
	
	開業届
	コピー１部
	税務署受付印のあるものをご提出ください。

開業前の方は不要です。


※本申込書類の記載事項については、本施設への入居に係る審査において使用するものであり、公開することはありません。

事業計画書
Ⅰ.企業概要

１．事業内容
	（１）本施設で行う事業名

（２）その他主要事業名




２．主な事業所の概要（本施設以外の事業所がある場合に記載してください）

	事業所名
	所在地
	事業内容

	
	
	

	
	
	


３．創業の動機と理念

	


４．現時点で法人設立をされていない方（該当項目を○で囲んでください）

	事業を行う予定の組織形態：　　　　個人事業主・有限会社・株式会社・その他（　　　　　　　　　　　　）

	個人開業または法人設立予定時期：　　　　　令和　　　　年　　　月　　　日


※なお、名古屋市の補助金受給対象となるためには、個人事業主あるいは法人となっていることが必要です。

５．会社沿革

	年　　月
	内　　　　　　　　　　　　　　　容

	
	


※創業・設立の日から現在までの、商号変更、組織変更、事業所の設置・移転、業務提携、技術開発、助成金の受給実績、資本金の推移等をご記入ください。
６．主たる株主等（今後設立する場合は予定を記入してください）　　　（令和　　年　　月　　日　現在）

	出資者名
	持株数（株）
	出資価額

（千円）
	持株比率

（％）
	当社との関係

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	上記の他　　　名
	
	
	
	

	計　　　　　　名
	
	
	１００
	


７．経営者と経営陣（今後設立する場合は予定を記入してください）

	役　職　名
	氏　名
	生年月日
	略　　　　歴

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※全役員（監査役を含む）をご記入ください。略歴欄には、最終学歴、学位、公的資格、職歴等をご記入ください。関係会社、その他の役員等を兼務している場合は、それらの会社名・役職名もご記入ください。

８．現時点の従業員の状況

	事務員
	販売員
	研究開発員
	臨時職員
	計

	人
	人
	人
	人
	人


Ⅱ.本施設で行う事業計画 

１．本施設で行う事業名：　

　　　　　　　

(複数ある場合は本様式をコピーしてご使用ください)
２．事業の目標（開発期間・発売開始時期、事業のアウトプット：製品化・ライセンス・サービス提供等）

	


３．本施設での最終目標（どのような状態になれば入居目的を達成したといえるのかを定性・定量的に記入してください）

	


４．事業内容の詳細（基本技術・ノウハウのポイント・大学との連携内容・研究者名）

	


５．本施設内で行う事業に係る特許権等の取得・出願状況（特許関係の資料を添付してください）

	特許番号
	特許日
	発明の名称

	特（願・開・許）
	
	

	特（願・開・許）
	
	

	特（願・開・許）
	
	

	特（願・開・許
	
	

	特（願・開・許）
	
	


６．本施設以外で行う事業に係る特許権等の取得・出願状況

	特許番号
	特許日
	発明の名称

	特（願・開・許）
	
	

	特（願・開・許）
	
	

	特（願・開・許）
	
	

	特（願・開・許）
	
	


７．事業の特徴・概要（できるだけ具体的な名称、市場データ等を示して説明してください）

	（１）新規性

（２）市場性

①直接の販売先（製薬会社、メーカー、一般消費者等）

②想定されるエンドユーザー

③市場規模（国内・海外）

④競合（主要会社名・商品名・競合の内容）

（３）市場成長性




８．販売の実現性（販売戦略・現在の引き合い等）

	


９．現在までの事業の進捗状況

	


１０．事業目標の達成に向け、現在把握している課題とその解決方法

	（１）課題

	（２）解決方法（上記課題に対応するように記入してください）


１１．入居期間における具体的なアクションプラン

（１）開発段階におけるアクションプラン

	課題解決の

実施項目
	具体的アクションプラン

	①
	

	②
	

	③
	


（２）事業化に向け取り組むアクションプラン

	課題解決の

実施項目
	具体的アクションプラン

	④
	

	⑤
	

	⑥
	


１２．事業スケジュール（１１．のアクションプランごとに、表内に予定時期を横線にて明示してください）

	アクションプラン
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	（記載例）

試作品の開発

市場化テスト


	
	
	
	
	

	①
	
	
	
	
	

	②
	
	
	
	
	

	③
	
	
	
	
	

	④
	
	
	
	
	

	⑤
	
	
	
	
	

	⑥
	
	
	
	
	


１３．売上高計画（本施設内で行う事業）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	製　　品
サービス
	
	1年目
	2年目
	3年目
	4年目
	5年目

	（１）
	数　量（　　）
	
	
	
	
	

	
	単　価（円）
	
	
	
	
	

	
	売上高（千円）
	
	
	
	
	

	（２）
	数　量（　　）
	
	
	
	
	

	
	単　価（円）
	
	
	
	
	

	
	売上高（千円）
	
	
	
	
	

	（３）
	数　量（　　）
	
	
	
	
	

	
	単　価（円）
	
	
	
	
	

	
	売上高（千円）
	
	
	
	
	

	売上高合計
	
	
	
	
	


数量の（　）には、個、台、Kg等の単位を記入してください。

１４．研究開発費の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	研究開発費の内訳
	1年目
	2年目
	3年目
	4年目
	5年目

	研究開発にかかる人件費
	
	
	
	
	

	原材料費
	
	
	
	
	

	有形固定資産の減価償却費
	
	
	
	
	

	外部委託研究費
	
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	
	
	

	研究開発費合計
	
	
	
	
	


１５．取引先等（販売・仕入先）
	
	名称
	数量（個、台、㎏等）
	金額(千円)

	販売先
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	仕入先
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


１６．人員計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人

	職　種
	1年目
	2年目
	3年目
	4年目
	5年目

	事務員
	
	
	
	
	

	販売員
	
	
	
	
	

	研究開発員
	
	
	
	
	

	臨時職員
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


１７．設備投資計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	設備投資
	金額(千円)
	資金調達方法
	金額(千円)
	備考（時期等）

	
	
	
	
	

	金額合計
	
	金額合計
	
	


１８．計画損益計算書（全部門）　　                                               　  単位：千円
	          　      年   度        　　　　　
項   目
	1年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	1 売　上　高　合　計
	
	
	
	
	

	（　　　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	（　　　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	（　　　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	2 売上原価合計
	
	
	
	
	

	（　　　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	（　　　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	（　　　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	3 粗利益（①－②）
	
	
	
	
	

	
	4 販　管　費（除開発費）
	
	
	
	
	

	
	5 研究開発費
	
	
	
	
	

	⑥eq \o\ad(\d\fo"経費合計    "(),経費合計)（④＋⑤）
	
	
	
	
	

	7 営業利益（③－⑥）
	
	
	
	
	

	＜営業外損益＞
8 雑収入、支払利息等
	
	
	
	
	

	9 経常利益（⑦＋⑧）
	
	
	
	
	

	10 税引前当期利益
	
	
	
	
	

	11 法人税等
	
	
	
	
	

	12 当期利益（⑩-⑪）
	
	
	
	
	

	13 減価償却費総額
	
	
	
	
	

	14 ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ（⑫＋⑬）
	
	
	
	
	

	15 長短借入増加額
	
	
	
	
	

	16 増資
	
	
	
	
	


※　⑬減価償却費総額は、売上原価、販管費、研究開発費で計上した減価償却費の合計を記入してください。

１９．資金調達　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	資金調達先
	1年目
	2年目
	3年目
	4年目
	5年目

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	資金調達合計
	
	
	
	
	


２０．株式公開に対する考え方（資本政策の計画書があれば添付してください）

	


２１．実験に関する質問（該当する番号を○で囲んで、内容を記入してください）

	１　放射線物質・機械を使用する予定がある

　　（使用物質もしくは機械：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（使用目的：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　微生物等

（１）病原微生物を使用する予定がある

　　（名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（系統：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（使用目的：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（安全・倫理を担保するための体制について：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（２）遺伝子組換え実験をする予定がある

　　（微生物の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（遺伝子組換え実験：□微生物使用実験　□大量培養実験　□動物使用実験　□植物等使用実験

　　　　　　　　　　　　□細胞融合実験　　□その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（実験内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（組み換え体の数量：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（安全・倫理を担保するための体制について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（３）生体及び生体由来物質を持ち込む予定がある

　　（名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（使用目的：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（１日最大使用数量：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（安全・倫理を担保するための体制について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３　動物実験をする可能性がある

　　（使用動物：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（実験内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（１日最大使用匹数：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（安全・倫理を担保するための体制について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

４　有機物質を使用する予定がある

　　（名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

　　（使用目的：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（１日最大使用数量：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

５　毒物・劇物を使用する予定がある

　　（名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（使用目的：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（１日最大使用数量：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

６　その他の危険物質を使用する予定がある

　　（名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（使用目的：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（１日最大使用数量：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

７．実験ガス

　　　（名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　（１日最大使用数量：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）




２２．発生する廃棄物の種類・月あたりの発生量

	


２３．倫理審査を受ける分野の事業の有無（該当される場合のみ記入してください）

	具体的な内容




２４．支援を必要とする分野　（該当する項目があれば記入してください）

	（1） 施設・設備に関する支援（大学施設利用への便宜、機器の貸与、大学図書館・文献利用に対する便宜等）

（2） 技術に関する支援（大学等による技術指導への仲介、技術セミナーの開催、試作品等製造の支援等）

（3） 人材に関する支援（スタッフの派遣、経営者の派遣や民間からのヘッドハンティング、専門家の紹介等）

（4） 経営に関する支援（経営指導、販路開拓の支援、会社設立手続きの相談等）

（5） 資金に関する支援（研究開発への補助、投資、ファンド紹介、融資紹介等）

（6） 権利の取扱いに関する支援（権利に関する紛争の解決に向けた支援、知的財産権に関するセミナー、専門家との個別相談、大学との権利に関する大学の規定の明確化、大学との技術移転契約の内容や手続きの簡素化等）

（7） その他（安全衛生マネジメントシステムに関する支援、他企業との交流・ネットワーキング、ホームページ作成の支援、イベント・研究会などの企画開催等）
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